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1 金子宏「無償取引と法人税－法人税法２２条２項を中心として－」同『所得課税の法と政策(所得
課税の基礎理論(下))』 (有斐閣、1996 年) 
2 岡村忠生「無利息貸付課税に関する一考察」法學論叢 121 巻 3 号 23-48 項・121 巻 5 号 1-31
項・122 巻 1 号 1-24 項・122 巻 2 号 1-17 項・122 巻 3 号 32-58 項(1987 年) 



































第 1 章 日本法の検討 
 
















































                                                   













































10 成松洋一『法人税法セミナー 法人税の理論と实務の論点(四訂版)』(税理経理協会、2010 年)69
項 無償取引をした場合に、いったん時価相当額での有償取引があり、その後その代金を相手方に
贈与したと観念し、有償取引の段階で贈与者に益金が生じるとする考え方である。 
11 金子宏・前掲 1・345 項 通常の対価で行った者と無償で取引を行った者との間の税負担の公平
を維持するため、無償取引について収益を擬制し、法人の適正な所得を算出しようとする考え方で
ある。 










が保有しており、X と T とは親子会社の関係にあって、ともに法人税法上の同族会社である。
X は昭和３７年１２月１日 T に対し、その事業達成を援助する目的で期間を３ヵ年に限り、４























                                                   
































                                                   




















                                                   
15 成松洋一・前掲 10・69 頁 無償取引の場合には、同一価値の資産や役務が一方の当事者から他
方の当事者に移転し、受贈者に時価相当額の利益が発生する以上、贈与者にも同額の益金が生じる
とする考え方である。 
16 清永敬次・前掲 12 







































                                                                                                                                                          
ない主張を含む問題提起であった。 
18 金子宏・前掲 1 
















                                                   
20 岡村忠夫「移転価格税制」村井正編『国際租税法の研究』(法研出版、1990 年)136 項、増井良啓・
前掲 6・236 項、藤井保憲「移転価格税制の国内取引への適用」『税大ジャーナル』3 号(2005 年 12
月) 移転価格税制の国内取引への拡充の立法論については、むすびで取り扱う。 



















































                                                   
24 Prop. Reg.§1.7872-2(a)(2)(ⅲ) 
25 伊藤公哉『アメリカ連邦税法 所得概念から法人・パートナーシップ・信託まで』 (中央経済社、
2005 年)74 項、須田徹『アメリカの税法 連邦税・州税のすべて〔改訂 5 版〕』(中央経済社、1996
年)49 項 
26 増井良啓・前掲 3・80 項 


























                                                   
28 忠佐市「アメリカ連邦最高裁判所の課税所得判例」『日本税法学会創立 30 周年記念祝賀税法学論





























                                                   








































                                                   













34 増井良啓・前掲 3・78 項 




























                                                                                                                                                          
われた。 
36 増井良啓・前掲 3・78 項 































D 租税回避貸付40（tax avoidance loans）…利息取り決めの主要な目的の一つが、連邦税の回
避である低利息貸付。 
                                                   
38 伊藤公哉・前掲 25・74 項、須田徹・前掲 25・49 項、岡村忠生・前掲 2・122 巻 1 号 17—22 項 
39 IRC§7872(c) 





























































                                                   
44 IRC４８２条の先行研究として以下の論文及び書籍を参考にしている。 
金子宏「アメリカ合衆国の所得課税における独立企業間取引(arm’s length transaction)の法理－内
国歳入法典４８２条について－」『ジュリスト』724、734、736 号(1980 年 9 月、1981 年 2 月、1981
年 3 月)、岡村忠生「関連法人グループと内国歳入法典４８２条」『税法学』404,405,406 号(1984












































                                                   
47 Reg.§1.482-1(b)(1) 
48 Reg.§1.482-1(c) 























































                                                                                                                                                          
メンバーがそのグループの第二のメンバーに対して、ある課税年度において金銭を貸し付けた場合
には、たとえ第二のメンバーが、当該課税年度において所得を实現しなくても、税務署長は、当該







54 B.Forman Co.,Inc. v. Comm’r, 453 F.2d 1143 (2d Cir.1972) 
控訴人 M 社・F 社は、共同出資によって MT 社を設立した。控訴人両社は、１９６３年、MT 社
に対してショッピングセンター建設資金を無利息手形で振り出したが、その後元本返済はなかった。
歳入庁長官は、控訴人両社に対し当該資金について年５％の利息所得を加算した。 










































                                                   
57 Latham Park Manor, Inc. v. Commissioner, 69 T.C. 199(November 9, 1977) Lexis Nexis より
引用   
この事件は親会社(MIC)が紛争の解決金にあてるために、その全額出資子会社たる原告から無利
息貸付を受けたという事案である。 










59 岡村忠生・前掲 44・405 号 12,13 項 
60 溝田澄重・前掲 44・21 項 
28 
 















                                                   




























































                                                   



























































































                                                   
64 IRC§7872(a). 














67 Daniel I.Halperin,「INTEREST IN DISGUISE:TAXING THE ‘TIME VALUE OF MONEY’」

























                                                   
68 Daniel I.Halperin・前掲 67・2 項 
69 Daniel I.Halperin・前掲 67・6 項 
70 増井良啓・前掲 3・85 項 





































                                                   
72 脚注 55 参照 この点、IRC482 条の所得の創出論争において指摘したように、IRC7872 条は所
得移転の法理は回避するものとされている。 
73 Brien.D.Ward.「THE TAXACTION OF INTEREST-FREE LOANS」『Tulane Law Review 
Association』 (March, 1987) 



























                                                   
75 Brien.D.Ward・前掲 73・2 項 



































                                                   
77 Sarah B.Lawsky「Money for nothing:Charitable Deduction for Microfinance Lenders」
『Southern Methodist University SMU Law Review』(Fall, 2008) 
78 管正広『マイクロファイナンス 貧困と闘う「驚異の金融」』(中公新書、2009 年) 
尚、マイクロファイナンスの概要の説明、数値データは本書のものに依拠して記載している。 






























                                                   
80 管正広・前掲 78・60 項 
81 KIVA は略称ではなく、スワヒリ語で「合意」を意味する。 
82 管正広・前掲 78・81 項 





















































                                                   
84 管正広・前掲 78・82 項 





個人所得税法における寄附金控除」『税法学』(2001 年)546 号、須田徹・前掲 25・102 項、伊藤公
哉・前掲 25・268 項 






















れている。しかし、KIVA を通して無利息融資をなす場合、貸手が KIVA に対して寄贈してい
るものは「金銭の時間的価値」である。すなわち、貸手が寄贈している「得べかりし利息」と
は「端数利息(a partial interest)」に他ならず、「端数利息(a partial interest)」は寄附金控除
の対象とはならない89。したがって、貸手が KIVA に対して価値のあるものを寄贈したとして
も、それが「(KIVA を通した無利息融資を通して、貸手が将来得たであろう利息相当額であっ
ても)端数利息(a partial interest)」であるかぎり、貸手は寄附金控除を認められることはない。 
 










88 Sarah B. Lawsky・前掲 77・5 項 




























                                                   










したがって、もし KIVA への無利息融資取引に IRC７８７２条が適用されれば、KIVA から
貸手への利息の授受が擬制されること生じる所得は、貸手から KIVA への寄贈によって生じる
損金と相殺されることになる。言い換えれば、貸手の課税所得は変化しないのである。 




















                                                   
93 Sarah B. Lawsky・前掲 77・7 項 










































第 3 章 ドイツ法の検討 
 




























97 増井良啓・前掲 6・72 項 
























                                                   
99 中村利雄『法人税の課税所得の計算 その基本原理と税務調整』(ぎょうせい、平成２年)151 項 








































                                                   
102 田中勝次郎『判例を中心としたる所得税の諸問題』(巌松堂書店、1940 年)169 項 
103 村井正「「隠れたる利益処分」と法人税法第１３２条」「特集Ⅰ『隠れたる利益処分』」『税経通
信』35 巻 9 巻(1980 年)73 項、清永敬次「わが国の同族会社の行為計算の否認規定と租税回避」『租
税回避の研究』(ミネルヴァ書房、1995 年)392 項 
104 尚、擬制論争の参考文献は原典を当たらず、増井論文及び清永論文の日本語訳を使用している。 




























                                                   
106 増井良啓・前掲 6・77 項 
107 清永敬次・前掲 103・237 項 
擬制説とは、隠れた利益処分の認定に当たっては、私法上の適正を欠く対価の合意を離れて、会社
社員間に適正な対価の支払があったと擬制して、そのような擬制を課税の基礎とするものである。 






























                                                   
109 清永敬次「隠れた利益処分に関する西ドイツの最近の判例」波多野弘先生還暦祝賀記念論文集
刊行委員会編『波多野弘先生還暦祝賀記念論文集』(有斐閣、1988 年)・7 項 
110 清永敬次・前掲 109・7 項 
































                                                   


























                                                   
113 増井良啓・前掲 6・80 項 




























(法人税法 8 条 3 項 2 文)」。そこで問題は、この「減額しない」の語が未計上収益をあらためて
計上させることを意味するかどうかの点である。この点について、擬制説の構成は数々の批判
を経て、姿を消した。現在の有力説は 8 条 3 項 2 文を部分的に創設的規定と解することによっ
て、所得計上の根拠付を試みている。「隠れた利益配当」の法理は、一定の想定事实があった






                                                   
116 増井良啓・前掲 6・82 項 
増井良啓教授は、当該見解は、会社から出て行ったものを「隠れた利益配当」として補足しようと
するものであり、日本における同一価値移転説と類似していると述べられている。 
117 増井良啓・前掲 6・82 項 
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第 4 章 日本における無利息融資課税のあり方についての考察 
 







































第 2 節 日本法の改善点 
日本の学説では、無利息融資課税の法理を検討するにあたって、まず正面から「経済的利益」
の意義や課税のあり方を検討する論考が多数ある121。加えて、特に会社間の無利息融資につい
                                                   
118 増井良啓・前掲 6・239 項 
119 大阪高判昭和 53 年 3 月 30 日高裁民集 31 巻 1 号 63 項 











































122 金子宏・前掲 1・360 項 
































                                                   






































                                                   
125 金子宏・前掲 1・351 項 
126 岡村忠生「資産の低額譲渡と法人税法２２条２項にいう収益の額」『民商法雑誌』116 巻 3 号(1997




























128 遠藤克博「移転価格税制と寄附金課税」税務大学校論叢 33 号(平成 11 年)236 項、羽床正秀
「国際課税問題と政府間協議」(大蔵財務協会、平成 14 年)224 項、倉内敏行・「移転価格と寄附金
の関係について-租税特別措置法第 66 条の 4 と法人税法第 37 条の適用関係に関する一考察-」(筑波
大学、平成 21 年)4 項。 
なお、岡村忠生教授は、現在価値アプローチを無利息融資課税に導入することは、年度ごとの対応
的調整に相当する機能を果たしていると述べられている。前掲 2・122 巻 3 号 52 項 
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